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(百万円未満切捨て)  

１.19 年 9 月中間期の連結業績(平成 19 年 4月 1日～平成 19 年 9月 30 日) 

(1)連結経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)  

 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

19 年 9 月中間期 18,781   0.6 2,059 △21.5 1,966 △19.2 1,172 △16.6 

18 年 9 月中間期 18,673  10.3 2,622  34.2 2,433  40.2 1,405  △3.4 

19 年 3 月期 39,182   ―  5,855   ―  5,546   ―  3,237   ―  
 

１株当たり中間 潜在株式調整後１株 
 

(当期)純利益 当たり中間(当期)純利益

 円 銭 円 銭 

19 年 9 月中間期 15 89 － 

18 年 9 月中間期 19 04 － 

19 年 3 月期 43 86 － 

(参考)持分法投資損益  19 年 9 月中間期 －百万円  18 年 9 月中間期 －百万円  19 年 3 月期 －百万円 

 

(2)連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

19 年 9 月中間期 52,218 22,433 42.9 303 83 

18 年 9 月中間期 51,005 20,120 39.4 272 33 

19 年 3 月期 52,938 21,781 41.1 294 91 

(参考)自己資本  19 年 9 月中間期 22,411 百万円  18 年 9 月中間期 20,102 百万円  19 年 3 月期 21,760 百万円 

 

(3)連結キャッシュ・フローの状況 

営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物 
 

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

19 年 9 月中間期 △447 △270 122 6,078 

18 年 9 月中間期 1,457 △706 △876 6,207 

19 年 3 月期 2,665 △839 △1,480 6,678 

 

２.配当の状況 

 １株当たり配当金 

(基準日) 中間期末 期末 年間 

 円 銭 円 銭 円 銭 

19 年 3 月期 3 00 4 00 7 00 

20 年 3 月期 4.00  

20 年 3 月期(予想)  4 00 
8 00 

 

３.20 年 3 月期の連結業績予想(平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3月 31 日) 

(％表示は対前期増減率)  

１株当たり 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

当期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 円 銭 

通期 38,000  △3.0 4,500  △23.1 4,200  △24.3 2,500  △22.8 33 89 
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４.その他 

(1)期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更に伴う特定子会社の異動)  無 

 

(2)中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更(中間連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項の変更に記載されるもの) 

  ① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

  ② ①以外の変更         無 

  (注)詳細については、P13「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧下さい。 

 

(3)発行済株式数(普通株式) 

  ① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 

   19 年 9 月中間期 74,058,168 株  18 年 9 月中間期 74,058,168 株  19 年 3 月期 74,058,168 株 

  ② 期末自己株式数  19 年 9 月中間期  294,227 株  18 年 9 月中間期  243,666 株 19 年 3 月期  271,542 株 

  (注)１株当たり中間(当期)純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、P18「１株当たり情報」をご覧下さい。 

 

(参考)個別業績の概要 

１.19 年 9 月中間期の個別業績(平成 19 年 4月 1日～平成 19 年 9月 30 日) 

(1)個別経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)  

 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

19 年 9 月中間期 18,142  △1.8 1,947 △21.2 1,774 △26.1 1,055 △25.2 

18 年 9 月中間期 18,471  13.2 2,472  50.2 2,403  56.8 1,410   8.2 

19 年 3 月期 37,419   ―  5,203   ―  5,037   ―  2,933   ―  
 

１株当たり 
 

中間(当期)純利益 

 円 銭 

19 年 9 月中間期 14 30 

18 年 9 月中間期 19 11 

19 年 3 月期 39 75 
 

(2)個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

19 年 9 月中間期 48,174 21,076 43.8 285 73 

18 年 9 月中間期 47,755 19,136 40.1 259 25 

19 年 3 月期 48,930 20,503 41.9 277 88 

(参考)自己資本  19 年 9 月中間期 21,076 百万円  18 年 9 月中間期 19,136 百万円  19 年 3 月期 20,503 百万円 

 

２.20 年 3 月期の個別業績予想(平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3月 31 日) 

(％表示は対前期増減率)  

１株当たり 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

当期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 円 銭 

通期 36,500  △2.5 4,000  △23.1 3,700  △26.6 2,200  △25.0 29 82 

 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成した

ものであり、実際の業績は今後様々な要因により予想数値と異なる場合があります。業績予想に関する事項は、P3「1.

経営成績(1)経営成績に関する分析」をご参照下さい。 
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１.経営成績 

(1)経営成績に関する分析 

  ａ当中間連結会計期間の経営成績 

    当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢が改善し、景気は回復基調ではありますが、期

の後半から設備投資に弱い動きがみられ、景気の一部に弱さがみられる状況で推移しました。 

    このような状況のもとで、主力の工作機械は、海外において堅調に推移いたしましたが、国内での販売が期の後

半から調整局面に入り、受注高で 180 億 3 千 7百万円（前中間連結会計期間比 1.1％減、提出会社単独ベース）、売

上高で 187 億 8 千 1百万円（前中間連結会計期間比 0.6％増）となりました。 

    利益面におきましても、海外での拡販に努めましたが、国内市場での売上高の減少や工場操業度の低下などが影

響し、経常利益 19 億 6 千 6 百万円（前中間連結会計期間比 19.2％減）、中間純利益 11 億 7 千 2 百万円（前中間連

結会計期間比 16.6％減）となりました。 

   ①事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

   （工作機械） 

     国内は、重厚長大産業向けの販売は堅調に推移しましたが、金型を含む一般機械向けの販売が期の後半から低

迷しました。一方海外においては、欧州での航空機、自動車向けを中心にした堅調な推移や中国を始めとするア

ジア地域の需要拡大により、売上高は前年同期に比べ増加いたしましたが、国内の落込みをカバーするまでには

至りませんでした。この結果、生産高は 174 億 5 千 1百万円（前中間連結会計期間比 11.0％減、販売価格ベース）、

受注高は 171 億 6 千 1百万円（前中間連結会計期間比 1.4％減、提出会社単独ベース）、売上高は 175 億円（前中

間連結会計期間比 0.4％減）、営業利益は 21 億 5 千 1 百万円（前中間連結会計期間比 21.7％減）といずれも前中

間連結会計期間を下回りました。 

   （水道メーター） 

     原材料価格の高騰や民需向け販売での価格競争の影響を受け厳しい状況が続きましたが、官公庁向けの積極的

な販売活動により売上高は前年同期に比べ増加いたしました。この結果、生産高は 8 億 3 百万円（前中間連結会

計期間比 11.0％増、販売価格ベース）、受注高は 6 億 9 千 2 百万円（前中間連結会計期間比 1.8％増、提出会社

単独ベース）、売上高は 7 億 5 千 3 百万円（前中間連結会計期間比 13.2％増）、営業損失は 5千 4 百万円となり

ました。 

   （その他） 

     売上高は 5 億 2 千 7 百万円（前中間連結会計期間比 20.2％増）、営業利益は 4千 5百万円（前中間連結会計期

間比 15.0％増）となりました。 

   ②所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

   （日本） 

     重厚長大産業向けの販売は堅調に推移しましたが、金型を含む一般機械向けの販売が期の後半から低迷しまし

たため、売上高は 186 億 2 千 3 百万円（前中間連結会計期間比 1.0％減）、営業利益は 22 億 4 千 1 百万円（前中

間連結会計期間比 17.9％減）となりました。 

   （米国） 

     原油の更なる高騰、金利の高止まり、住宅問題等により消費の鈍化が懸念され、設備投資は全般に低調に推移

しました。この結果、売上高は 29 億 2 千 7 百万円（前中間連結会計期間比 3.7％減）、営業損失は 8百万円とな

りました。 

 
  ｂ通期の見通し 

    通期（19/4～20/3）の見通しといたしましては、国内の設備投資は一部に不透明さがありますが現状の水準を維

持し、また欧州、アジアを中心とした海外の設備投資は引続き堅調に推移すると思われます。 

    業績予想としては、売上高 380 億円、経常利益 42 億円、当期純利益 25 億円を見込んでおります。 
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(2)財政状態に関する分析 

  ａ資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況 

    当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前中間連結会計期間末に比べ 1億 2千 8 百万円（2.1％）

減少し、60 億 7千 8百万円となりました。 

    営業活動によるキャッシュ・フローは、4 億 4 千 7 百万円の支出超（前中間連結会計期間：14 億 5千 7 百万円の

収入超）となりました。収入の主な内訳は、税金等調整前中間純利益 19 億 2 千 7 百万円、減価償却費 3億 2 千 9

百万円であり、支出の主な内訳は、仕入債務の減少 7億 6 千 5 百万円、前連結会計年度中間期分の予定納税の精

算額も含めた法人税等の支払額 18 億 2 千万円であります。このほか、より低利な資金調達のため、手形割引か

ら一般借入にシフトしたことにより、割引手形残高が 11 億 7 千 1 百万円減少し、営業活動によるキャッシュ・フ

ローの収入減に影響を及ぼしております。 

    投資活動によるキャッシュ・フローは、2 億 7 千万円の支出超（前中間連結会計期間：7 億 6 百万円の支出超）

となりました。これは、主に有形固定資産の取得によるものであります。 

    財務活動によるキャッシュ・フローは、1 億 2 千 2 百万円の収入超（前中間連結会計期間：8億 7千 6 百万円の

支出超）となりました。これは、主に借入金の増加や配当金の支払によるものであります。 

 

  ｂキャッシュ・フロー関連指標 

 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 19 年 

 3 月期 3 月期 3 月期 3 月期 9 月中間期 

自己資本比率(%) 27.7 34.6 39.0 41.1 42.9 

時価ベースの自己資本比率(%) 27.5 38.9 70.1 65.1 50.7 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率(年) 7.0 2.9 1.7 2.2 － 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ(倍) 4.7 10.3 20.6 18.0 － 

(注)１.上記各指標の算式は、次のとおりであります。 

    自己資本比率：自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

    キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

  ２.いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

  ３.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により計算しております。 

  ４.キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。 

  ５.有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。 

  ６.利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  ７.平成 19 年 9月中間期は、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスでありましたので、キャッシュ・フロー

対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオの記載を省略しております。 

 
(3)利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

   株主に対する利益還元は経営の最重要政策のひとつとして位置づけており、安定した業績をあげ継続的に配当を行
うことを基本としつつ、企業体質の強化や事業展開等を考慮した上で業績に対応した配当を行うこととしております。 

   当期の配当につきましては、中間期末は 1株当たり 4円を実施し、期末については 1株当たり 4円を予定しており、
年間では 1株当たり 8円を実施する予定であります。 
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２.企業集団の状況 

   最近の有価証券報告書（平成 19 年 6 月 29 日提出）における「事業の内容」及び「関係会社の状況」から重要な変

更がないため開示を省略しております。 

 

３.経営方針 

(1)会社の経営の基本方針 

   当社グループは工作機械を主力製品とし、その他水道メーター等があり、それらの製造・販売を行っております。 
   当社グループは製品を世界のマーケットに提供しており、そのユーザーの要請に的確に応える新製品と新技術の開
発に全力を傾けております。また、経営を進めていく上で、「顧客第一」「社会的責任」「新しい価値の創造」の三つの

キーワードを行動の指針としております。 
 

(2)目標とする経営指標 

   当社グループは、売上高営業利益率並びに売上高経常利益率と自己資本利益率を経営指標として、採算性と資本効
率を重視しながら高収益な体質を目指しております。 

 

(3)会社の対処すべき課題と中長期的な会社の経営戦略 

   グローバルな規模での価格競争の激化や国際化に伴うリスクの増大、また、地球環境に対する社会的ニ－ズの高ま
りなど、当社グループを取巻く環境は厳しさを増すばかりであります。 

   このような環境の中、当社グループは、顧客満足度の向上、ものづくりのプロセスの改革、将来の人材育成に取組
み、企業基盤の強化、収益の安定化に注力し、勝ち抜く経営をめざす所存であります。また販売政策やＩＳＯ１４０

０１の取組みの強化を図ると共に、内部統制システムの更なる整備や生産効率化のための体制整備を進めます。 
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４.中間連結財務諸表 

(1)中間連結貸借対照表 

 （単位：百万円） 
前連結会計年度の 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
要約連結貸借対照表 

（平成 18 年 9 月 30 日） （平成 19 年 9 月 30 日） （平成 19 年 3 月 31 日）
区分 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（資産の部） % % %

Ⅰ流動資産  

1.現金及び預金 ６,３４１ ６,１４５  ６,７４９

2.受取手形及び売掛金 １０,４５０ １１,７１７  １１,６４６

3.たな卸資産 ９,６８３ ９,９３７  ９,９２３

4.その他 ８０３ ８４１  ８６７

貸倒引当金 △５ △８  △６

流動資産合計 ２７,２７２ 53.5 ２８,６３３ 54.8 ２９,１８０ 55.1

Ⅱ固定資産  

1.有形固定資産  

(1)建物及び構築物 ２,６３３ ２,６５４  ２,６０２

(2)機械装置及び運搬具 １,０６１ １,２１３  １,０７０

(3)土地 １５,４４５ １５,４３７  １５,４４１

(4)その他 ４４２ ４３７  ４６４

有形固定資産合計 １９,５８３ １９,７４３  １９,５７８

2.無形固定資産 ３８ ４２  ３８

3.投資その他の資産  

(1)投資有価証券 ３,８０３ ３,５０４  ３,８３９

(2)その他 ８２５ ８１４  ８１９

貸倒引当金 △５１８ △５１９  △５１８

投資その他の資産合計 ４,１１０ ３,８００  ４,１４０

固定資産合計 ２３,７３２ 46.5 ２３,５８５ 45.2 ２３,７５８ 44.9

資産合計 ５１,００５ 100.0 ５２,２１８ 100.0 ５２,９３８ 100.0
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 （単位：百万円） 

前連結会計年度の 
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 

要約連結貸借対照表 

（平成 18 年 9 月 30 日） （平成 19 年 9 月 30 日） （平成 19 年 3 月 31 日）
区分 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（負債の部） % % %

Ⅰ流動負債  

1.支払手形及び買掛金 １２,２９４ １１,１８８  １１,６５３

2.短期借入金 ２,９１１ ４,０５２  ３,０９５

3.未払法人税等 １,００５ ７２４  １,８７４

4.賞与引当金 ４６７ ５１１  ５００

5.役員賞与引当金 － ２３  ４６

6.製品保証引当金 １３７ １２２  １２３

7.その他 １,０３７ １,１９５  １,２４３

流動負債合計 １７,８５４ 35.0 １７,８１７ 34.1 １８,５３６ 35.0

Ⅱ固定負債  

1.長期借入金 ３,３２５ ２,２９４  ２,７９５

2.再評価に係る繰延税金負債 ６,００７ ６,００７  ６,００７

3.退職給付引当金 ３,０１０ ３,１４８  ３,１１９

4.役員退職金引当金 １３３ ９９  １４８

5.負ののれん ０ －  －

6.その他 ５５４ ４１９  ５５０

固定負債合計 １３,０３０ 25.6 １１,９６８ 22.9 １２,６２０ 23.9

負債合計 ３０,８８５ 60.6 ２９,７８５ 57.0 ３１,１５７ 58.9

（純資産の部）  

Ⅰ株主資本  

1.資本金 ５,７８２ ５,７８２  ５,７８２

2.資本剰余金 ９５５ ９５５  ９５５

3.利益剰余金 ３,９９９ ６,４８７  ５,６１０

4.自己株式 △５０ △７２  △６１

株主資本合計 １０,６８７ 20.9 １３,１５２ 25.2 １２,２８６ 23.2

Ⅱ評価・換算差額等  

1.その他有価証券評価差額金 １,１６９ １,０２７  １,２２５

2.繰延ヘッジ損益 △１７ △１２  △１５

3.土地再評価差額金 ８,２７８ ８,２７８  ８,２７８

4.為替換算調整勘定 △１６ △３５  △１５

評価・換算差額等合計 ９,４１４ 18.5 ９,２５８ 17.7 ９,４７４ 17.9

Ⅲ少数株主持分 １８ 0.0 ２１ 0.1 ２０ 0.0

純資産合計 ２０,１２０ 39.4 ２２,４３３ 43.0 ２１,７８１ 41.1

負債純資産合計 ５１,００５ 100.0 ５２,２１８ 100.0 ５２,９３８ 100.0
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(2)中間連結損益計算書 

 （単位：百万円） 
前連結会計年度の 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
要約連結損益計算書 

(自平成18年4月１日) (自平成19年4月１日) (自平成18年4月１日) 

(至平成18年9月30日) (至平成19年9月30日) (至平成19年3月31日) 

区分 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

 % % %

Ⅰ売上高 １８,６７３ 100.0 １８,７８１ 100.0 ３９,１８２ 100.0

Ⅱ売上原価 １３,２４０ 70.9 １３,７７３ 73.4 ２７,５９２ 70.4

売上総利益 ５,４３３ 29.1 ５,００７ 26.6 １１,５８９ 29.6

Ⅲ販売費及び一般管理費 ２,８１０ 15.1 ２,９４８ 15.7 ５,７３４ 14.7

営業利益 ２,６２２ 14.0 ２,０５９ 10.9 ５,８５５ 14.9

Ⅳ営業外収益  

1.受取利息 ３ ７  １０

2.受取配当金 ３３ ３０  ４３

3.その他 １２ ５７  ３５

計 ４９ 0.3 ９５ 0.5 ８９ 0.3

Ⅴ営業外費用  

1.支払利息 ８３ ６８  １５５

2.たな卸資産廃却損 ４０ ８８  １０８

3.たな卸資産評価損 ５７ １０  ６０

4.その他 ５７ １８  ７３

計 ２３９ 1.3 １８７ 1.0 ３９８ 1.0

経常利益 ２,４３３ 13.0 １,９６６ 10.4 ５,５４６ 14.2

Ⅵ特別利益  

1.貸倒引当金戻入益 ７ －  ８

2.その他 ０ －  ５７

計 ７ 0.1 － － ６５ 0.2

Ⅶ特別損失  

1.有形固定資産処分損 １９ ３９  ３３

2.投資有価証券評価損 １７ －  １３

3.その他 － －  ２０

計 ３６ 0.2 ３９ 0.2 ６７ 0.2

税金等調整前中間(当期)純利益 ２,４０４ 12.9 １,９２７ 10.2 ５,５４５ 14.2

法人税､住民税及び事業税 １,０３３ ６６４  ２,４７２

法人税等調整額 △３５ ８８  △１６８

計 ９９７ 5.4 ７５３ 4.0 ２,３０４ 5.9

少数株主利益 ０ 0.0 １ 0.0 ３ 0.0

中間(当期)純利益 １,４０５ 7.5 １,１７２ 6.2 ３,２３７ 8.3
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(3)中間連結株主資本等変動計算書 

  前中間連結会計期間（自平成 18 年 4月 1日 至平成 18 年 9 月 30 日） （単位：百万円） 
 株主資本   

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計   

平成 18 年 3 月 31 日残高 ５,７８２ ９５４ ２,８３４ △３９ ９,５３１  

中間連結会計期間中の変動額    

 剰余金の配当(注)  △２２１ △２２１  

 役員賞与(注)  △１８ △１８  

 中間純利益  １,４０５ １,４０５  

 自己株式の取得  △１１ △１１  

 自己株式の処分  ０ ０ ０  

 株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額) 

 

 

 

 
 

中間連結会計期間中の変動額 

合計 

 

－ ０ １,１６５ △１０

 

１,１５５ 
 

平成 18 年 9 月 30 日残高 ５,７８２ ９５５ ３,９９９ △５０ １０,６８７  

 

 

 評価・換算差額等 

 
その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

土地再評 

価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主持分 純資産合計

平成 18 年 3 月 31 日残高 １,４９８ － ８,２７８ △１８ ９,７５８ １７ １９,３０７

中間連結会計期間中の変動額    

 剰余金の配当(注)    △２２１

 役員賞与(注)    △１８

 中間純利益    １,４０５

 自己株式の取得    △１１

 自己株式の処分    ０

 株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額) 

 

△３２８ △１７ － ２

 

△３４３ 

 

０ △３４３

中間連結会計期間中の変動額 

合計 

 

△３２８ △１７ － ２

 

△３４３ 

 

０ ８１２

平成 18 年 9 月 30 日残高 １,１６９ △１７ ８,２７８ △１６ ９,４１４ １８ ２０,１２０

(注)平成 18 年 3月期の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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  当中間連結会計期間（自平成 19 年 4月 1日 至平成 19 年 9 月 30 日） （単位：百万円） 
 株主資本   

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計   

平成 19 年 3 月 31 日残高 ５,７８２ ９５５ ５,６１０ △６１ １２,２８６  

中間連結会計期間中の変動額    

 剰余金の配当  △２９５ △２９５  

 中間純利益  １,１７２ １,１７２  

 自己株式の取得  △１０ △１０  

 自己株式の処分  ０ ０ ０  

 株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額) 

 

 

 

 
 

中間連結会計期間中の変動額 

合計 
－ ０ ８７６ △１０ ８６６  

平成 19 年 9 月 30 日残高 ５,７８２ ９５５ ６,４８７ △７２ １３,１５２  

 

 

 評価・換算差額等 

 
その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

土地再評 

価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主持分 純資産合計

平成 19 年 3 月 31 日残高 １,２２５ △１５ ８,２７８ △１５ ９,４７４ ２０ ２１,７８１

中間連結会計期間中の変動額    

 剰余金の配当    △２９５

 中間純利益    １,１７２

 自己株式の取得    △１０

 自己株式の処分    ０

 株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額(純額) 

 

△１９８ ２ － △２０

 

△２１５ 

 

１ △２１４

中間連結会計期間中の変動額 

合計 
△１９８ ２ － △２０ △２１５ １ ６５１

平成 19 年 9 月 30 日残高 １,０２７ △１２ ８,２７８ △３５ ９,２５８ ２１ ２２,４３３
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  前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成 18 年 4月 1 日 至平成 19 年 3月 31 日） 
 （単位：百万円） 

 株主資本   

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計   

平成 18 年 3 月 31 日残高 ５,７８２ ９５４ ２,８３４ △３９ ９,５３１  

連結会計年度中の変動額    

 剰余金の配当(注)  △２２１ △２２１  

 剰余金の配当  △２２１ △２２１  

 役員賞与(注)  △１８ △１８  

 当期純利益  ３,２３７ ３,２３７  

 自己株式の取得  △２２ △２２  

 自己株式の処分  ０ ０ １  

 株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額(純額) 

 

 

 

 
 

連結会計年度中の変動額合計 － ０ ２,７７６ △２２ ２,７５４  

平成 19 年 3 月 31 日残高 ５,７８２ ９５５ ５,６１０ △６１ １２,２８６  

 

 

 評価・換算差額等 

 
その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

土地再評 

価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主持分 純資産合計

平成 18 年 3 月 31 日残高 １,４９８ － ８,２７８ △１８ ９,７５８ １７ １９,３０７

連結会計年度中の変動額    

 剰余金の配当(注)    △２２１

 剰余金の配当    △２２１

 役員賞与(注)    △１８

 当期純利益    ３,２３７

 自己株式の取得    △２２

 自己株式の処分    １

 株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額(純額) 

 

△２７２ △１５ － ３

 

△２８４ 

 

３ △２８０

連結会計年度中の変動額合計 △２７２ △１５ － ３ △２８４ ３ ２,４７３

平成 19 年 3 月 31 日残高 １,２２５ △１５ ８,２７８ △１５ ９,４７４ ２０ ２１,７８１

(注)平成 18 年 3月期の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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(4)中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 （単位：百万円） 

前連結会計年度の要約
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書 

(自平成18年4月１日) (自平成19年4月１日) (自平成18年4月１日) 
区分 

(至平成18年9月30日) (至平成19年9月30日) (至平成19年3月31日) 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー    

 1.税金等調整前中間(当期)純利益 ２,４０４ １,９２７ ５,５４５ 

 2.減価償却費 ２５３ ３２９ ５４８ 

 3.負ののれん償却額 △０ － △０ 

 4.貸倒引当金の増減額（△は減少） △９ ２ △８ 

 5.賞与引当金の増減額（△は減少） △２１ １１ １０ 

 6.役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △２３ ４６ 

 7.退職給付引当金の増減額（△は減少） １８４ ２８ ２９３ 

8.受取利息及び受取配当金 △３７ △３７ △５４ 

9.支払利息 ８３ ６８ １５５ 

10.有形固定資産処分損 １９ ３９ ３３ 

11.投資有価証券評価損 １７ － １３ 

12.売上債権の増減額（△は増加） △６５８ △１０７ △１,８５２ 

13.たな卸資産の増減額（△は増加） △１,４３２ △３８ △１,６１７ 

14.仕入債務の増減額（△は減少） １,８０２ △７６５ １,１０１ 

15.その他 ０ △３０ ２２１ 

小計 ２,６０６ １,４０３ ４,４３５ 

16.利息及び配当金の受取額 ３７ ３７ ５４ 

17.利息の支払額 △７６ △６８ △１４８ 

18.法人税等の支払額 △１,１０９ △１,８２０ △１,６７７ 

営業活動によるキャッシュ・フロー １,４５７ △４４７ ２,６６５ 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー    

 1.定期預金の預入れによる支出 △１３４ △６７ △７１ 

 2.定期預金の払戻しによる収入 ９９ ７１ ９９ 

 3.有形固定資産の取得による支出 △６６５ △２７２ △９６７ 

 4.有形固定資産の売却による収入 ３０ ６ ４７ 

 5.無形固定資産の取得による支出 △０ △５ △３ 

 6.投資有価証券の取得による支出 △３４ △０ △３４ 

 7.貸付金の回収による収入 ３ ３ ５ 

8.その他 △５ △５ ８４ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △７０６ △２７０ △８３９ 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー    

 1.短期借入金の純増減額（△は減少） △９７８ ９７５ △７１３ 

 2.長期借入れによる収入 １,３００ ６００ １,５００ 

 3.長期借入金の返済による支出 △９５４ △１,１１９ △１,７６５ 

 4.配当金の支払額 △２２１ △２９５ △４４２ 

 5.その他 △２２ △３８ △５８ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △８７６ １２２ △１,４８０ 

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 ０ △４ ０ 

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △１２５ △５９９ ３４５ 

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 ６,３３３ ６,６７８ ６,３３３ 

Ⅶ現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ６,２０７ ６,０７８ ６,６７８ 
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(5)中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

   下記以外については、最近の半期報告書（平成 18 年 12 月 15 日提出）における記載から重要な変更がないため開示
を省略しております。 

  （固定資産の減価償却の方法） 

   [会計方針の変更] 

    法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成 19 年 3月 30 日 法律第 6号)及び(法人税法施行令の一

部を改正する政令 平成 19 年 3月 30 日 政令第 83 号))に伴い、当中間連結会計期間から、平成 19 年 4 月 1日以降

に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。なお、この変更に伴う損益への

影響は軽微であります。 

   [追加情報] 

    当中間連結会計期間から、平成 19 年 3月 31 日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から 5年間で均等償却する方法によっております。なお、この変更に伴う損益への影響は軽微であります。 

 
(6)中間連結財務諸表に関する注記事項 

   下記以外については、中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  ａ中間連結貸借対照表関係 

 （単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 

（平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年9月30日） 

前連結会計年度 

（平成19年3月31日） 

１.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

建物及び構築物 1,803 

機械装置及び運搬具 331 

土地 15,034 

投資有価証券 1 

計 17,170  

１.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

建物及び構築物 1,821 

機械装置及び運搬具 322 

土地 14,930 

計 17,075  

１.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

建物及び構築物 1,798 

機械装置及び運搬具 340 

土地 15,034 

計 17,173  

担保付債務 

短期借入金 720 

長期借入金 4,362 

(うち１年以内返済予定額 1,155) 

計 5,082  

担保付債務 

短期借入金 1,340 

長期借入金 2,782 

(うち１年以内返済予定額 969)

計 4,122  

担保付債務 

短期借入金 600 

長期借入金 3,767 

(うち１年以内返済予定額 1,087)

計 4,367  

２.受取手形割引高 1,453 ２.受取手形割引高 15 ２.受取手形割引高 1,186 

３.中間連結会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。 

なお、当中間連結会計期間末日が

金融機関の休日であったため、次

の中間連結会計期間末日満期手形

が中間連結会計期間末残高に含ま

れております。 

受取手形 105 

割引手形 210 

支払手形 1,390  

３.中間連結会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。

なお、当中間連結会計期間末日が

金融機関の休日であったため、次

の中間連結会計期間末日満期手形

が中間連結会計期間末残高に含ま

れております。 

受取手形 301 

割引手形 5 

支払手形 1,249  

３.連結会計年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をも

って決済処理しております。なお、

当連結会計年度末日が金融機関の

休日であったため、次の連結会計

年度末日満期手形が連結会計年度

末残高に含まれております。 

 

受取手形 66 

割引手形 108 

支払手形 1,373  
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  ｂセグメント情報 

   (事業の種類別セグメント情報) 
   前中間連結会計期間（自平成 18 年 4月 1日 至平成 18 年 9月 30 日） （単位：百万円） 
 工作機械 水道ﾒｰﾀｰ その他 計 消去又は全社 連結 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 17,569 665 439 18,673 － 18,673

(2)セグメント間の内部売上高  

又は振替高 － － － － － －

計 17,569 665 439 18,673 － 18,673

営業費用 14,822 742 399 15,964 86 16,051

営業利益 2,747 △77 39 2,709 (86) 2,622

（注）１.事業区分は、売上集計区分によっております。 

２.各事業の主な製品 

・工作機械 … マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械 

・水道メーター … 水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディター

ミナル 

・その他 … 繊維機械・建築用金物 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（86 百万円）の主なものは、提出会社本社の

管理部門の費用の一部であります。 

 
   当中間連結会計期間（自平成 19 年 4月 1日 至平成 19 年 9月 30 日） （単位：百万円） 
 工作機械 水道ﾒｰﾀｰ その他 計 消去又は全社 連結 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 17,500 753 527 18,781 － 18,781

(2)セグメント間の内部売上高  

又は振替高 － － － － － －

計 17,500 753 527 18,781 － 18,781

営業費用 15,348 807 482 16,638 83 16,722

営業利益 2,151 △54 45 2,142 (83) 2,059

（注）１.事業区分は、売上集計区分によっております。 

２.各事業の主な製品 

・工作機械 … マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械 

・水道メーター … 水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディター

ミナル 

・その他 … 繊維機械・建築用金物 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（83 百万円）の主なものは、提出会社本社の

管理部門の費用の一部であります。 

 
   前連結会計年度（自平成 18 年 4月 1日 至平成 19 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 
 工作機械 水道ﾒｰﾀｰ その他 計 消去又は全社 連結 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 36,854 1,420 907 39,182 － 39,182

(2)セグメント間の内部売上高  

又は振替高 － － － － － －

計 36,854 1,420 907 39,182 － 39,182

営業費用 30,789 1,537 820 33,147 179 33,327

営業利益 6,065 △116 86 6,034 (179) 5,855
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（注）１.事業区分は、売上集計区分によっております。 

２.各事業の主な製品 

・工作機械 … マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械 

・水道メーター … 水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディター

ミナル 

・その他 … 繊維機械・建築用金物 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（179 百万円）の主なものは、提出会社本社

の管理部門の費用の一部であります。 

 
 
   (所在地別セグメント情報) 
   前中間連結会計期間（自平成 18 年 4月 1日 至平成 18 年 9月 30 日） （単位：百万円） 
 日本 米国 計 消去又は全社 連結 

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 １５,６３３ ３,０４０ １８,６７３ － １８,６７３

(2)セグメント間の内部売上高      

又は振替高 ３,１８５ － ３,１８５ (３,１８５) －

計 １８,８１８ ３,０４０ ２１,８５９ (３,１８５) １８,６７３

営業費用 １６,０８９ ２,９３２ １９,０２２ (２,９７１) １６,０５１

営業利益 ２,７２９ １０７ ２,８３７ (２１４) ２,６２２

（注）営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（86 百万円）の主なものは、提出会社本社の管

理部門の費用の一部であります。 

 
   当中間連結会計期間（自平成 19 年 4月 1日 至平成 19 年 9月 30 日） （単位：百万円） 
 日本 米国 計 消去又は全社 連結 

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 １５,８５５ ２,９２６ １８,７８１ － １８,７８１

(2)セグメント間の内部売上高      

又は振替高 ２,７６８ １ ２,７６９ (２,７６９) －

計 １８,６２３ ２,９２７ ２１,５５０ (２,７６９) １８,７８１

営業費用 １６,３８２ ２,９３５ １９,３１７ (２,５９５) １６,７２２

営業利益 ２,２４１ △８ ２,２３２ (１７３) ２,０５９

（注）営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（83 百万円）の主なものは、提出会社本社の管

理部門の費用の一部であります。 

 
   前連結会計年度（自平成 18 年 4月 1日 至平成 19 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 
 日本 米国 計 消去又は全社 連結 

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 ３２,７９３ ６,３８８ ３９,１８２ － ３９,１８２

(2)セグメント間の内部売上高      

又は振替高 ５,４７９ ０ ５,４７９ (５,４７９) －

計 ３８,２７２ ６,３８９ ４４,６６２ (５,４７９) ３９,１８２

営業費用 ３２,４７０ ６,０９３ ３８,５６３ (５,２３６) ３３,３２７

営業利益 ５,８０１ ２９６ ６,０９８ (２４３) ５,８５５

（注）営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（179 百万円）の主なものは、提出会社本社の管

理部門の費用の一部であります。 
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   (海外売上高) 
   前中間連結会計期間（自平成 18 年 4月 1日 至平成 18 年 9月 30 日） （単位：百万円） 

 北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高 ３,７２９ １,２３６ １,０６５ ６,０３０ 

Ⅱ連結売上高    １８,６７３ 

Ⅲ連結売上高に占める     

海外売上高の割合(％) ２０.０ ６.６ ５.７ ３２.３ 

（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２.各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米 … アメリカ 

(2)アジア … 中国・韓国・台湾 

(3)その他の地域 … イタリア・オランダ・フランス 

３.海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

   当中間連結会計期間（自平成 19 年 4月 1日 至平成 19 年 9月 30 日） （単位：百万円） 
 北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高 ２,９４４ ２,１６１ １,７５７ ６,８６３ 

Ⅱ連結売上高    １８,７８１ 

Ⅲ連結売上高に占める     

海外売上高の割合(％) １５.７ １１.５ ９.３ ３６.５ 

（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２.各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米 … アメリカ 

(2)アジア … 中国・マレーシア・韓国 

(3)その他の地域 … イタリア・オランダ・ドイツ 

３.海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
   前連結会計年度（自平成 18 年 4月 1日 至平成 19 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 

 北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高 ７,２０７ ３,０８９ ２,４２９ １２,７２６ 

Ⅱ連結売上高    ３９,１８２ 

Ⅲ連結売上高に占める     

海外売上高の割合(％) １８.４ ７.９ ６.２ ３２.５ 

（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２.各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米 … アメリカ 

(2)アジア … 中国・韓国・タイ 

(3)その他の地域 … イタリア・フランス・ドイツ 

３.海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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  ｃリース取引 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
（自平成18年4月１日） 

（至平成18年9月30日） 
（自平成19年4月１日） 

（至平成19年9月30日） 

（自平成18年4月１日） 

（至平成19年3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

 取得価

額相当

額 

減価償

却累計

額相当

額 

中間期

末残高

相当額 

機械装

置及び

運搬具 

855 327 528 

その他 224 88 135 

計 1,079 415 663 

「その他」は、工具、器具及び備品で

あります。 

（注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

 取得価

額相当

額 

減価償

却累計

額相当

額 

中間期

末残高

相当額

機械装

置及び

運搬具

1,355 491 863

その他 285 110 174

計 1,640 602 1,038

「その他」は、工具、器具及び備品で

あります。 

（注）同左 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

 取得価

額相当

額 

減価償

却累計

額相当

額 

期末残

高相当

額 

機械装

置及び

運搬具

1,061 394 666

その他 230 106 123

計 1,292 501 790

「その他」は、工具、器具及び備品で

あります。 

（注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

２.未経過リース料中間期末残高相当

額 

１年内 １６９ 

１年超 ４９４ 

合 計 ６６３ 

（注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

２.未経過リース料中間期末残高相当

額 

１年内 ２３４ 

１年超 ８０４ 

合 計 １,０３８ 

（注）同左 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 １９９ 

１年超 ５９１ 

合 計 ７９０ 

（注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

３.支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 ８０ 

減価償却費相当額 ８０ 

３.支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 １２１ 

減価償却費相当額 １２１ 

３.支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 １７５ 

減価償却費相当額 １７５ 

４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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  ｄ１株当たり情報 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

(自平成18年4月１日) (自平成19年4月１日) (自平成18年4月１日) 

(至平成18年9月30日) (至平成19年9月30日) (至平成19年3月31日) 

１株当たり純資産額 272.33 円 １株当たり純資産額 303.83 円 １株当たり純資産額 294.91 円

１株当たり中間純利益 19.04 円 １株当たり中間純利益 15.89 円 １株当たり当期純利益 43.86 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

 同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

 

(注)算定上の基礎 

１.１株当たり純資産額 （単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 
項目 

(平成18年9月30日) (平成19年9月30日) (平成19年3月31日) 

中間連結貸借対照表及び連結貸借対照表の    

純資産の部の合計額 20,120 22,433 21,781 

普通株式に係る純資産額 20,102 22,411 21,760 

差額の主な内訳    

 少数株主持分 18 21 20 

普通株式の発行済株式数(株) 74,058,168 74,058,168 74,058,168 

普通株式の自己株式数(株) 243,666 294,227 271,542 

１株当たり純資産額の算定に用いられた    

普通株式の数(株) 73,814,502 73,763,941 73,786,626 

 

２.１株当たり中間(当期)純利益 （単位：百万円） 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

項目 (自平成18年4月１日) (自平成19年4月１日) (自平成18年4月１日)

 (至平成18年9月30日) (至平成19年9月30日) (至平成19年3月31日)

中間連結損益計算書上の中間(当期)純利益 1,405 1,172 3,237 

普通株式に係る中間(当期)純利益 1,405 1,172 3,237 

普通株主に帰属しない金額 － － － 

普通株式の期中平均株式数(株) 73,829,752 73,775,513 73,815,549 
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５.中間個別財務諸表 

(1)中間貸借対照表 

 （単位：百万円） 
前事業年度の 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
要約貸借対照表 

（平成 18 年 9 月 30 日） （平成 19 年 9 月 30 日） （平成 19 年 3 月 31 日）
区分 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（資産の部）  %  %  %

Ⅰ流動資産     

1.現金及び預金 ５,３４５ ４,９２０  ５,４９９ 

2.受取手形 ２,５２６ ３,２４０  ２,９０３ 

3.売掛金 ９,９７２ １０,０２７  １０,１８９ 

4.たな卸資産 ６,４００ ６,７９２  ６,９５６ 

5.その他 ６８２ ４８３  ４８５ 

貸倒引当金 △３ △５  △３ 

流動資産合計 ２４,９２３ 52.2 ２５,４５８ 52.8 ２６,０３０ 53.2

Ⅱ固定資産     

1.有形固定資産     

(1)建物 １,８６８ １,８９９  １,８５０ 

(2)機械及び装置 ８４３ ９５４  ８４８ 

(3)土地 １５,０５８ １５,０５２  １５,０５３ 

(4)その他 ５２４ ５０５  ５３７ 

有形固定資産合計 １８,２９４ １８,４１１  １８,２９１ 

2.無形固定資産 ３０ ３５  ３２ 

3.投資その他の資産     

(1)投資有価証券 ４,１３３ ３,９１６  ４,２１７ 

(2)その他 ８９１ ８７２  ８７７ 

貸倒引当金 △５１８ △５１９  △５１８ 

投資その他の資産合計 ４,５０６ ４,２６９  ４,５７６ 

固定資産合計 ２２,８３１ 47.8 ２２,７１６ 47.2 ２２,８９９ 46.8

資産合計 ４７,７５５ 100.0 ４８,１７４ 100.0 ４８,９３０ 100.0
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 （単位：百万円） 

前事業年度の 
前中間会計期間末 当中間会計期間末 

要約貸借対照表 

（平成 18 年 9 月 30 日） （平成 19 年 9 月 30 日） （平成 19 年 3 月 31 日）
区分 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成

（負債の部）  %  %  %

Ⅰ流動負債     

1.支払手形 １０,３２０ ９,５６０  ９,８９１ 

2.買掛金 ２,８８６ ２,３３８  ２,６１１ 

3.短期借入金 １,５２１ ２,１６８  １,３６８ 

4.未払法人税等 ９２３ ６７１  １,６７１ 

5.賞与引当金 ３３５ ３７３  ３６１ 

6.役員賞与引当金 － １５  ３６ 

7.製品保証引当金 １２１ １０６  １０７ 

8.その他 ９１２ ９３８  ９９５ 

流動負債合計 １７,０２０ 35.6 １６,１７１ 33.5 １７,０４４ 34.8

Ⅱ固定負債     

1.長期借入金 ２,４５８ １,７６６  ２,１０５ 

2.再評価に係る繰延税金負債 ６,００７ ６,００７  ６,００７ 

3.退職給付引当金 ２,５４１ ２,７０３  ２,６５５ 

4.役員退職金引当金 ８３ ４３  ９３ 

5.その他 ５０８ ４０６  ５２１ 

固定負債合計 １１,５９９ 24.3 １０,９２６ 22.7 １１,３８２ 23.3

負債合計 ２８,６１９ 59.9 ２７,０９７ 56.2 ２８,４２６ 58.1

（純資産の部）     

Ⅰ株主資本     

1.資本金 ５,７８２ ５,７８２  ５,７８２ 

2.資本剰余金     

(1)資本準備金 ９５４ ９５４  ９５４ 

(2)その他資本剰余金 ０ ０  ０ 

資本剰余金合計 ９５５ ９５５  ９５５ 

3.利益剰余金     

(1)利益準備金 ２４ ７５  ４６ 

(2)その他利益剰余金     

別途積立金 ８４０ ２,３４０  ８４０ 

繰越利益剰余金 ２,２４６ ２,７５６  ３,５２６ 

利益剰余金合計 ３,１１０ ５,１７２  ４,４１２ 

4.自己株式 △５０ △７２  △６１ 

株主資本合計 ９,７９８ 20.5 １１,８３８ 24.6 １１,０８８ 22.7

Ⅱ評価・換算差額等     

1.その他有価証券評価差額金 １,０７６ ９７２  １,１５１ 

2.繰延ヘッジ損益 △１７ △１２  △１５ 

3.土地再評価差額金 ８,２７８ ８,２７８  ８,２７８ 

評価・換算差額等合計 ９,３３７ 19.6 ９,２３８ 19.2 ９,４１５ 19.2

純資産合計 １９,１３６ 40.1 ２１,０７６ 43.8 ２０,５０３ 41.9

負債純資産合計 ４７,７５５ 100.0 ４８,１７４ 100.0 ４８,９３０ 100.0

 



 －２１－

ＯＫＫ(6205) 平成 20 年 3月期 中間決算短信 

 
(2)中間損益計算書 

 （単位：百万円） 
前事業年度の 

前中間会計期間 当中間会計期間 
要約損益計算書 

(自平成18年4月１日) (自平成19年4月１日) (自平成18年4月１日) 

(至平成18年9月30日) (至平成19年9月30日) (至平成19年3月31日) 

区分 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分

  %  %  %

Ⅰ売上高 １８,４７１ 100.0 １８,１４２ 100.0 ３７,４１９ 100.0

Ⅱ売上原価 １３,４３７ 72.7 １３,４７３ 74.3 ２６,９８１ 72.1

売上総利益 ５,０３３ 27.3 ４,６６９ 25.7 １０,４３８ 27.9

Ⅲ販売費及び一般管理費 ２,５６１ 13.9 ２,７２１ 15.0 ５,２３５ 14.0

営業利益 ２,４７２ 13.4 １,９４７ 10.7 ５,２０３ 13.9

Ⅳ営業外収益 １１６ 0.6 ４９ 0.3 １６８ 0.5

Ⅴ営業外費用 １８５ 1.0 ２２２ 1.2 ３３３ 0.9

経常利益 ２,４０３ 13.0 １,７７４ 9.8 ５,０３７ 13.5

Ⅵ特別利益 ７ 0.0 － － ６６ 0.1

Ⅶ特別損失 １６ 0.1 ３４ 0.2 ４３ 0.1

税引前中間(当期)純利益 ２,３９４ 12.9 １,７４０ 9.6 ５,０６１ 13.5

法人税､住民税及び事業税 ９００ ６２１  ２,１５５ 

法人税等調整額 ８４ ６４  △２８ 

計 ９８４ 5.3 ６８５ 3.8 ２,１２７ 5.7

中間(当期)純利益 １,４１０ 7.6 １,０５５ 5.8 ２,９３３ 7.8
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(3)中間株主資本等変動計算書 

  前中間会計期間（自平成 18 年 4 月 1日 至平成 18 年 9 月 30 日） （単位：百万円） 
 株主資本   

 資本剰余金   

 
資本金 

資本準備金 その他資本剰余 資本剰余金合計  

平成 18 年 3 月 31 日残高 ５,７８２ ９５４ － ９５４  

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当(注)   

 役員賞与(注)   

 利益準備金の積立(注)   

 別途積立金の積立(注)   

 中間純利益   

 自己株式の取得   

 自己株式の処分  ０ ０  

 株主資本以外の項目の 

 中間会計期間中の変動額(純額) 

 

 
 

中間会計期間中の変動額合計 － － ０ ０  

平成 18 年 9 月 30 日残高 ５,７８２ ９５４ ０ ９５５  

 

 株主資本 

 利益剰余金   

 その他利益剰余金 自己株式 株主資本合計

 
利益準備金 

別途積立金 繰越利益剰余金
利益剰余金合計

  

平成 18 年 3 月 31 日残高 － － １,９３４ １,９３４ △３９ ８,６３２

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当(注)  △２２１ △２２１  △２２１

 役員賞与(注)  △１３ △１３  △１３

 利益準備金の積立(注) ２４ △２４ －  －

 別途積立金の積立(注)  ８４０ △８４０ －  －

 中間純利益  １,４１０ １,４１０  １,４１０

 自己株式の取得  △１１ △１１

 自己株式の処分  ０ ０

 株主資本以外の項目の 

 中間会計期間中の変動額(純額) 
  

中間会計期間中の変動額合計 ２４ ８４０ ３１２ １,１７６ △１０ １,１６５

平成 18 年 9 月 30 日残高 ２４ ８４０ ２,２４６ ３,１１０ △５０ ９,７９８

 

 評価・換算差額等  

 
その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評 

価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 
 

平成 18 年 3 月 31 日残高 １,３９２ － ８,２７８ ９,６７１ １８,３０３ 

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当(注)  △２２１ 

 役員賞与(注)  △１３ 

 利益準備金の積立(注)  － 

 別途積立金の積立(注)  － 

 中間純利益  . １,４１０ 

 自己株式の取得  △１１ 

 自己株式の処分  ０ 

 株主資本以外の項目の 

 中間会計期間中の変動額(純額) 

 

△３１５ △１７ － △３３３

 

△３３３ 

中間会計期間中の変動額合計 △３１５ △１７ － △３３３ ８３２ 

平成 18 年 9 月 30 日残高 １,０７６ △１７ ８,２７８ ９,３３７ １９,１３６ 

(注)平成 18 年 3月期の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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  当中間会計期間（自平成 19 年 4 月 1日 至平成 19 年 9 月 30 日） （単位：百万円） 
 株主資本   

 資本剰余金   

 
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計  

平成 19 年 3 月 31 日残高 ５,７８２ ９５４ ０ ９５５  

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当   

 利益準備金の積立   

 別途積立金の積立   

 中間純利益   

 自己株式の取得   

 自己株式の処分  ０ ０  

 株主資本以外の項目の 

 中間会計期間中の変動額(純額) 

 

 
 

中間会計期間中の変動額合計 － － ０ ０  

平成 19 年 9 月 30 日残高 ５,７８２ ９５４ ０ ９５５  

 

 株主資本 

 利益剰余金   

 その他利益剰余金 自己株式 株主資本合計

 
利益準備金 

別途積立金 繰越利益剰余金
利益剰余金合計

  

平成 19 年 3 月 31 日残高 ４６ ８４０ ３,５２６ ４,４１２ △６１ １１,０８８

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当  △２９５ △２９５  △２９５

 利益準備金の積立 ２９ △２９ －  －

 別途積立金の積立  １,５００ △１,５００ －  －

 中間純利益  １,０５５ １,０５５  １,０５５

 自己株式の取得  △１０ △１０

 自己株式の処分  ０ ０

 株主資本以外の項目の 

 中間会計期間中の変動額(純額) 
  

中間会計期間中の変動額合計 ２９ １,５００ △７６９ ７５９ △１０ ７４９

平成 19 年 9 月 30 日残高 ７５ ２,３４０ ２,７５６ ５,１７２ △７２ １１,８３８

 

 評価・換算差額等  

 
その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評 

価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 
 

平成 19 年 3 月 31 日残高 １,１５１ △１５ ８,２７８ ９,４１５ ２０,５０３ 

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当  △２９５ 

 利益準備金の積立  － 

 別途積立金の積立  － 

 中間純利益  . １,０５５ 

 自己株式の取得  △１０ 

 自己株式の処分  ０ 

 株主資本以外の項目の 

 中間会計期間中の変動額(純額) 

 

△１７８ ２ － △１７６

 

△１７６ 

中間会計期間中の変動額合計 △１７８ ２ － △１７６ ５７３ 

平成 19 年 9 月 30 日残高 ９７２ △１２ ８,２７８ ９,２３８ ２１,０７６ 
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  前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成 18 年 4 月 1日 至平成 19 年 3月 31 日） 
 （単位：百万円） 
 株主資本   

 資本剰余金   

 
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計  

平成 18 年 3 月 31 日残高 ５,７８２ ９５４ － ９５４  

事業年度中の変動額   

 剰余金の配当(注)   

 剰余金の配当   

 役員賞与(注)   

 利益準備金の積立(注)   

 利益準備金の積立   

 別途積立金の積立(注)   

 当期純利益   

 自己株式の取得   

 自己株式の処分  ０ ０  

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額) 

 

 
 

事業年度中の変動額合計 － － ０ ０  

平成 19 年 3 月 31 日残高 ５,７８２ ９５４ ０ ９５５  

 

 株主資本 

 利益剰余金   

 その他利益剰余金 自己株式 株主資本合計

 
利益準備金 

別途積立金 繰越利益剰余金
利益剰余金合計

  

平成 18 年 3 月 31 日残高 － － １,９３４ １,９３４ △３９ ８,６３２

事業年度中の変動額   

 剰余金の配当(注)  △２２１ △２２１  △２２１

 剰余金の配当  △２２１ △２２１  △２２１

 役員賞与(注)  △１３ △１３  △１３

 利益準備金の積立(注) ２３ △２３ －  －

 利益準備金の積立 ２３ △２３ －  －

 別途積立金の積立(注)  ８４０ △８４０ －  －

 当期純利益  ２,９３３ ２,９３３  ２,９３３

 自己株式の取得  △２２ △２２

 自己株式の処分  ０ １

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額) 
  

事業年度中の変動額合計 ４６ ８４０ １,５９１ ２,４７７ △２２ ２,４５６

平成 19 年 3 月 31 日残高 ４６ ８４０ ３,５２６ ４,４１２ △６１ １１,０８８

 

 評価・換算差額等  

 
その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評 

価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 
 

平成 18 年 3 月 31 日残高 １,３９２ － ８,２７８ ９,６７１ １８,３０３ 

事業年度中の変動額   

 剰余金の配当(注)  △２２１ 

 剰余金の配当  △２２１ 

 役員賞与(注)  △１３ 

 利益準備金の積立(注)  － 

 利益準備金の積立  － 

 別途積立金の積立(注)  － 

 当期純利益  . ２,９３３ 

 自己株式の取得  △２２ 

 自己株式の処分  １ 

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額) 

 

△２４１ △１５ － △２５６

 

△２５６ 

事業年度中の変動額合計 △２４１ △１５ － △２５６ ２,１９９ 

平成 19 年 3 月 31 日残高 １,１５１ △１５ ８,２７８ ９,４１５ ２０,５０３ 

(注)平成 18 年 3月期の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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(4)中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

   下記以外については、最近の半期報告書（平成 18 年 12 月 15 日提出）における記載から重要な変更がないため開示
を省略しております。 

  （固定資産の減価償却の方法） 

   [会計方針の変更] 

    法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成 19 年 3月 30 日 法律第 6号)及び(法人税法施行令の一

部を改正する政令 平成 19 年 3月 30 日 政令第 83 号))に伴い、当中間会計期間から、平成 19 年 4月 1日以降に取

得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。なお、この変更に伴う損益への影響

は軽微であります。 

   [追加情報] 

    当中間会計期間から、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した

翌年から 5年間で均等償却する方法によっております。なお、この変更に伴う損益への影響は軽微であります。 

 

(5)中間個別財務諸表に関する注記事項 

   下記以外については、中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  ａ中間貸借対照表関係 

 （単位：百万円） 

前中間会計期間末（平成18年9月30日） 当中間会計期間末（平成19年9月30日） 前事業年度（平成19年3月31日） 

１.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

建物 1,407 

機械及び装置 213 

土地 14,739 

計 16,361  

１.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

建物 1,443 

機械及び装置 186 

土地 14,635 

計 16,265  

１.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

建物 1,408 

機械及び装置 205 

土地 14,739 

計 16,353  

上記の内、工場財団設定分 

建物 1,384 

機械及び装置 213 

土地 14,635 

計 16,234  

上記の内、工場財団設定分 

建物 1,443 

機械及び装置 186 

土地 14,635 

計 16,265  

上記の内、工場財団設定分 

建物 1,385 

機械及び装置 205 

土地 14,635 

計 16,227  

担保付債務 

短期借入金 720 

長期借入金 3,060 

(うち１年以内返済予定額 720) 

計 3,780  

担保付債務 

短期借入金 1,340 

長期借入金 1,845 

(うち１年以内返済予定額 560)

計 3,185  

担保付債務 

短期借入金 600 

長期借入金 2,690 

(うち１年以内返済予定額 700)

計 3,290  

２.受取手形割引高 1,430  ２.受取手形割引高 1,170 

３.中間会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をも

って決済処理しております。なお、

当中間会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の中間会計

期間末日満期手形が中間会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形 101 

割引手形 200 

支払手形 1,472  

２.中間会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をも

って決済処理しております。なお、

当中間会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の中間会計

期間末日満期手形が中間会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形 280 

支払手形 1,372 

  

３.期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処

理しております。なお、当事業年

度末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が当事

業年度末残高に含まれておりま

す。 

受取手形 61 

割引手形 100 

支払手形 1,583  
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  b 中間損益計算書関係 

 （単位：百万円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自平成18年4月１日） 

（至平成18年9月30日） 
（自平成19年4月１日） 

（至平成19年9月30日） 

（自平成18年4月１日） 

（至平成19年3月31日） 

１.営業外収益の主要項目 

受取利息 4  

１.営業外収益の主要項目 

受取利息 4  

１.営業外収益の主要項目 

受取利息 9  

２.営業外費用の主要項目 

支払利息 56  

２.営業外費用の主要項目 

支払利息 44  

２.営業外費用の主要項目 

支払利息 103  

３.特別損失の主要項目 

有形固定資産処分損 16  

３.特別損失の主要項目 

有形固定資産処分損 34  

３.特別損失の主要項目 

有形固定資産処分損 30  



 －２７－

ＯＫＫ(6205) 平成 20 年 3月期 中間決算短信 

 

  c リース取引 

 （単位：百万円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自平成18年4月１日） 

（至平成18年9月30日） 
（自平成19年4月１日） 

（至平成19年9月30日） 

（自平成18年4月１日） 

（至平成19年3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

 取得価

額相当

額 

減価償

却累計

額相当

額 

中間期

末残高

相当額 

機械及

び装置 
498 209 288 

その他 241 88 152 

計 739 298 441 

「その他」の主なものは、工具、器具

及び備品であります。 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し

ております。 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

 取得価

額相当

額 

減価償

却累計

額相当

額 

中間期

末残高

相当額

機械及

び装置
888 315 573

その他 312 121 191

計 1,201 437 764

「その他」の主なものは、工具、器具

及び備品であります。 

（注）同左 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

 取得価

額相当

額 

減価償

却累計

額相当

額 

期末残

高相当

額 

機械及

び装置
659 252 407

その他 248 112 136

計 908 365 543

「その他」の主なものは、工具、器具

及び備品であります。 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。 

２.未経過リース料中間期末残高相当

額 

１年内 １１７ 

１年超 ３２４ 

合 計 ４４１ 

（注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

２.未経過リース料中間期末残高相当

額 

１年内 １７４ 

１年超 ５８９ 

合 計 ７６４ 

（注）同左 

２.未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 １３９ 

１年超 ４０３ 

合 計 ５４３ 

（注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

３.支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 ５５ 

減価償却費相当額 ５５ 

３.支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 ９０ 

減価償却費相当額 ９０ 

３.支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 １２２ 

減価償却費相当額 １２２ 

４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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６.その他 

 部門別売上高・受注高・受注残高 

  ａ売上高 （単位：百万円） 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 (自平成18年4月１日) (自平成19年4月１日) (自平成18年4月１日) 

 (至平成18年9月30日) (至平成19年9月30日) (至平成19年3月31日) 

 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

工作機械  %  %  % 

 内需 １１,５４８  １０,６５８  ２４,１６３  

 輸出 ６,１３３  ６,６４８  １１,７２１  

計 １７,６８１ 95.7 １７,３０６ 95.4 ３５,８８４ 95.9 

水道メーター       

 内需 ５８９  ６２０  １,１４２  

 輸出 ８  ２７  ３９  

計 ５９７ 3.2 ６４８ 3.6 １,１８１ 3.2 

その他       

 内需 １５８  １５９  ２９７  

 輸出 ３３  ２８  ５６  

計 １９２ 1.1 １８７ 1.0 ３５３ 0.9 

内需・計 １２,２９６  １１,４３７  ２５,６０３  

輸出・計 ６,１７５  ６,７０４  １１,８１６  

合計 １８,４７１ 100.0 １８,１４２ 100.0 ３７,４１９ 100.0 

 

  ｂ受注高 （単位：百万円） 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 (自平成18年4月１日) (自平成19年4月１日) (自平成18年4月１日) 

 (至平成18年9月30日) (至平成19年9月30日) (至平成19年3月31日) 

 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

工作機械  %  %  % 

 内需 １１,３０３  １０,４１９  ２２,５７１  

 輸出 ６,０９６  ６,７４１  １２,１９６  

計 １７,３９９ 95.4 １７,１６１ 95.2 ３４,７６７ 95.7 

水道メーター       

 内需 ６６４  ６６４  １,１８５  

 輸出 １５  ２７  ３９  

計 ６８０ 3.7 ６９２ 3.8 １,２２４ 3.4 

その他       

 内需 １３３  １５８  ２７７  

 輸出 ２８  ２５  ５５  

計 １６２ 0.9 １８４ 1.0 ３３２ 0.9 

内需・計 １２,１０２  １１,２４２  ２４,０３４  

輸出・計 ６,１４０  ６,７９５  １２,２９０  

合計 １８,２４２ 100.0 １８,０３７ 100.0 ３６,３２５ 100.0 
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  ｃ受注残高 （単位：百万円） 

 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度 

 （平成 18 年 9 月 30 日） （平成 19 年 9 月 30 日） （平成 19 年 3 月 31 日） 

 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

工作機械  %  %  % 

 内需 ７,３６９  ５,７８４  ６,０２２  

 輸出 ２,０６１  ２,６６７  ２,５７３  

計 ９,４３１ 99.0 ８,４５１ 98.7 ８,５９６ 99.2 

水道メーター       

 内需 ８１  ９２  ４８  

 輸出 ７  －  －  

計 ８８ 0.9 ９２ 1.1 ４８ 0.6 

その他       

 内需 ８  １３  １３  

 輸出 １  １  ４  

計 ９ 0.1 １４ 0.2 １８ 0.2 

内需・計 ７,４５９  ５,８９０  ６,０８４  

輸出・計 ２,０７０  ２,６６８  ２,５７８  

合計 ９,５２９ 100.0 ８,５５８ 100.0 ８,６６３ 100.0 

 


